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１

収支計画の検証（経営戦略との比較）①

①収益的収支
 当該期間純利益が計画より、約5.19億円(▲13.5％) 減少
②資本的収支
 当該期間資本的収支差引が計画より、約5.51億円(▲4.2％)縮減

計画値と実績値について 過去6年間の総額（単位︓百万円）

計画値（H30-R5） 実績値（H30-R5） 乖離（実績値ー計画値） 乖離率
営業収益 16,878 16,075 ▲ 803  ▲4.8%
営業外収益 12,880 11,525 ▲ 1,355  ▲10.5%
特別利益 0 0 - -
営業費用 22,246 21,381 ▲ 865  ▲3.9%
営業外費用 3,666 2,887 ▲ 779  ▲21.2%
特別損失 1 6 5 500.0%

3,845 3,326 ▲ 519  ▲13.5%
企業債 10,882 10,668 ▲ 214  ▲2.0%
ほか財源 4,795 2,583 ▲ 2,212  ▲46.1%
建設改良費 10,819 7,631 ▲ 3,188  ▲29.5%
企業債償還金 18,070 18,281 211 1.2%
その他 - - - -

▲ 13,212 ▲ 12,661 551  ▲4.2%

科目

当該期間純利益

当該期間資本的収支差引

収益的収入

収益的支出

資本的収支

資本的収入

資本的支出

収益的収支



２

収支計画の検証（経営戦略との比較）②
使用料収入について（単位︓百万円）

計画では、水洗化人口を毎年度0.2％増を見込んでいましたが、新型コロナウィルス
や節水意識向上の影響もあり、令和元年度以降伸び悩み、加えて、新規面整備工事終
了に伴い、令和3年度をピークに減少に転じ、計画を下回りました。

総額 約６億円減少
評価　×　



３

収支計画の検証（経営戦略との比較）③

建設改良費推移について（単位︓百万円）

平成30年度及び令和元年度は新型コロナウィルスの影響による工事の縮小、
令和4年度及び5年度は主に雨水工事の実施時期を変更したことに伴い、計
画を下回りました。

総額 約３3億円減少
評価　△　



４

収支計画の検証（経営戦略との比較）④
雨水処理負担金・他会計補助金推移について（単位︓百万円）

（１）雨水処理負担金 
 工事の実施時期変更等により、令和２年度は計画を上回りましたが、その他の
 年度は計画を下回りました。
（２）他会計補助金
 計画を下回る水準に削減することができ、他会計補助金は減少しました。

総額 約2.5億円減少
評価　○　

総額 約１５．７億円減少
評価　○　



５

収支計画の検証（経営戦略との比較）⑤

企業債推移について（単位︓百万円）

（１）企業債
 ほぼ計画通りの推移となりました。
（２）企業債残高
 順調に減少していますが、令和２年度及び３年度の企業債の借り入れが計画より多かったこともあり、
 計画を上回っています。

総額 約2億円減少

評価　○

企業債残高推移について（単位︓百万円）

R5現在 約８億円増加
評価　△



６

平成 29年３月に策定した経営戦略における「投資・財政計画」に対する過去６年間の実績をまとめ
ると以下のとおりです。

○収益的収支
収益的収入︓営業収益は主に使用料の減少により、総額で約▲21.6億円減少
収益的支出︓営業費用が経費節減や支払利息の減少により、総額で約▲16.4億円減少
当該期間純利益︓営業費用の減少による他会計補助金の補填の減少により、総額で約▲5.2億円減少

○資本的収支
資本的収入︓建設改良費の減少の影響により、総額で約▲24.3億円減少
資本的支出︓企業債償還額の増加もありますが、総額で約▲29.8億円減少
当該期間資本的収支差引︓支出を抑えたことなどから、総額で約5.5億円縮減

 全体的には新型コロナウィルスによる影響も大きかったが、企業債残高の増加による将来負担は懸
念されるものの、６年間で堅調な事業運営が進められました。

 投資面では、期間中、新型コロナウィルスの影響により、計画通り工事が進められない時期等もあ
りましたが、概ね順調に事業を進めることができました。
 財政面では、新型コロナウィルスや節水意識向上、新規面整備工事終了等により、下水道使用料収
入が計画を下回りました。収入不足分を補うため、計画より多く資本費平準化債を借り入れたことな
どにより、企業債残高は計画を上回っており、将来的な負担増が懸念されます。

まとめ
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経営指標から見た分析（類似団体平均と比較）
比較する経営指標について

指　標 評価内容 評　価

・経常収支比率 高い方が良い

・累積欠損金比率 低い方が良い

・流動比率 高い方が良い

・企業債残高対事業規模比率 低い方が良い

・経費回収率 高い方が良い

・汚水処理原価 低い方が良い

・水洗化率 施設の効率性 高い方が良い

・有形固定資産減価償却率 低い方が良い

・管渠老朽化率 低い方が良い

・管渠改善率 高い方が良い

事業の健全性

事業の効率性

老朽化の状況

類似団体平均…各地方公共団体の下水道事業において、処理区域内人口、密度および供用開始後
年数で分類し、春日部市と類似する団体の指標を平均したもの。

処理区域内人口区分 処理区域内人口密度区分 供用開始後年数別区分  類型区分 団体数
政令市等 政令市等 21

100人/ha以上 Aa 33
75人/ha以上 Ab 30

30年以上 Ac1 46
30年未満 Ac2 2

50人/ha未満 Ad 59

10万以上
50人/ha以上

春日部市 類似団体区分（令和４年度）

埼玉県内で類似団体区分Abに該当する自治体（令和４年度）

都道府県・団体名称

埼玉県　川越市
埼玉県　所沢市
埼玉県　春日部市
埼玉県　上尾市
埼玉県　入間市
埼玉県　三郷市

＊春日部市はAbに該当



８

経営指標から見た分析➀（類似団体平均と比較）
経常収支比率（単位︓％）

経常収支比率は、過去6年間で類似団体平均を上回っています。これは他
会計補助金の基準外繰入金の充当による部分も大きく、水洗化率の向上
による使用料収入の増加や適正な使用料水準を検討していく必要があり
ます。

評価　○
【指標の説明】
当該年度において、使用料収入や一
般会計からの繰入金等の収益で、維
持管理費や支払利息等の費用をどの
程度賄えているかを表す指標です。
高いほど良いとされています。

【算出式】
営業収益＋営業外収益 ×１００
営業費用＋営業外費用

【分析】
当該指標は、単年度の収支が黒字で
あることを示す100％以上となって
いるため、経営状態は安定している
といえます。



９

経営指標から見た分析②（類似団体平均と比較）
累積欠損金比率（単位︓％）

現状は当年度純損失の累積による欠損金は発生していません。今後もこ
の経営状態を維持していく必要があります。

評価　○
【指標の説明】
営業収益に対する累積欠損金（営業
活動により生じた損失で、前年度か
らの繰越利益剰余金等でも補塡する
ことができず、複数年度にわたって
累積した欠損金のこと）の状況を表
す指標です。0％が良いとされてい
ます。

【算出式】
当年度未処理欠損金   ×１００
営業収益＋受託工事収益

【分析】
累積欠損金比率は0％であり、累積
赤字はありません。



１０

経営指標から見た分析③（類似団体平均と比較）
流動比率（単位︓％）

過去6年間で50％を下回っており、類似団体平均を大きく下回ってい
ます。指標として短期的な支払能力が低いと位置付けられるため、資
金繰りや収入増加について検討していく必要があります。

評価　×
【指標の説明】
短期的な債務に対する支払能力を表
す指標です。高い方が良いとされて
います。

【算出式】
 流動資産 ×１００
 流動負債

【分析】
50％を割っており、短期の債務が短
期の手元資金より多い状態です。



経営指標から見た分析④（類似団体平均と比較）
企業債残高対事業規模比率（単位︓％）

過去6年間で類似団体平均を大きく上回っています。これは過去の企
業債借入が大きな要因です。企業債残高は確実に減少し、改善傾向
にあるので引き続き適正な企業債借入に努める必要があります。 １１

【指標の説明】
使用料収入に対する企業債残高の割合
であり、企業債残高の規模を表す指標
です。明確な基準はありませんが、一
般的に低い方が良いとされています。

【算出式】
企業債現在高合計 - ー般会計負担額  ×１００
営業収益 - 受託工事収益 - 雨水処理負担金

【分析】
この指標に明確な基準はありませんが、
収入に対する企業債残高の割合が多く、
将来負担が多い状態です。

評価　×



経営指標から見た分析⑤（類似団体平均と比較）
経費回収率（単位︓％）

過去6年間で類似団体平均を下回っています。経費を使用料で回収で
きていない状態です。国が基準と定めている100％達成のために接続
率の向上や使用料の適正化を検討していく必要があります。

評価　×

１２

【指標の説明】
使用料で回収すべき経費を、どの程
度使用料で賄えているかを表した指
標 で す 。 高 い 方 が 良 い と さ れ 、
100％以上が望ましい状態です。

【算出式】
下水道使用料       ×１００
汚水処理費（公費負担分を除く）

【分析】
100％を割っており、経費を使用料
収入で回収できていない状態です。



経営指標から見た分析⑥（類似団体平均と比較）
汚水処理原価（単位︓円）

過去6年間で類似団体平均を上回っていますが、過去6年間、減少傾向
であるので、引き続き効率的な経営に努める必要があります。

評価　△

１３

【指標の説明】
有収水量１㎥あたりの汚水処理に要
した費用であり、汚水資本費・汚水
維持管理費の両方を含めた汚水処理
に係るコストを表した指標です。明
確な基準はありませんが、一般的に
低い方が良いとされています。

【算出式】
汚水処理費（公費負担分を除く） ×１００
年間有収水量

【分析】
この指標に明確な基準はありません
が、類似団体平均と比較し、数値が
高いため、改善の必要があります。



経営指標から見た分析⑦（類似団体平均と比較）
水洗化率（単位︓％）

水洗化率は、類似団体平均を若干下回っています。未接続世帯に関し
て公共下水道への接続を促すなど、引き続き水洗化の向上に努める必
要があります。

評価　△

１４

【指標の説明】
現在処理区域内人口のうち、実際に
水洗便所を設置して汚水処理してい
る人口の割合を表した指標です。高
い方が良いとされ、100％が望まし
いです。

【算出式】
現在水洗便所設置済人口 ×１００
現在処理区域内人口

【分析】
100％に近い数値であるため、悪く
はないが、水質保全や収入増加の観
点からみると数値の向上が必要です。



経営指標から見た分析⑧（類似団体平均と比較）
有形固定資産減価償却率（単位︓％）

有形固定資産減価償却率は、類似団体平均を下回っています。これは
法定耐用年数を超過した資産が他団体に比べ少ないことを示していま
す。しかし数値は徐々に増加しているため、将来施設更新計画の検討
が必要です。

評価　○

１５

【指標の説明】
有形固定資産のうち償却対象資産の
減価償却がどの程度進んでいるかを
表す指標で、資産の老朽化度合を示
しています。低い方が良いとされて
います。

【算出式】
有形固定資産減価償却累計額 ×１００
有形固定資産のうち償却対象
資産の帳簿原価

【分析】
類似団体平均より低いものの増加傾
向であることから、直近の大規模な
資産更新は発生しないが、将来更新
需要が発生すると想定されます。



経営指標から見た分析⑨（類似団体平均と比較）
管路老朽化率（単位︓％）

現状は法定耐用年数を超過した管路がないため、平均を下回っていま
す。ただし近い将来耐用年数の超過した管路の発生に伴い、上昇して
いくものと考えられます。

評価　△

１６

【指標の説明】
法定耐用年数を超えた管渠延長の割
合を表した指標で、管渠の老朽化度
合を示しています。明確な基準はあ
りませんが、一般的に低い方が良い
とされています。

【算出式】
法定耐用年数を経過した管渠延長 ×１００
下水道布設延長

【分析】
現状は法定耐用年数を超えた管路は
ありませんが、今後発生すると予想
されます。



経営指標から見た分析⑩（類似団体平均と比較）
管路改善率（単位︓％）

更新対象の管路が少ないため、平均を下回っています。ただし、「管
路老朽化率」の上昇に伴い、本数値も上昇していくものと考えられま
す。

評価　△

１７

【指標の説明】
当該年度に更新した管渠延長の割合
を表した指標で、管渠の更新ペース
や状況を把握できます。現状は明確
な基準はありませんが、今後は高い
方が良いとされています。

【算出式】
改善(更新・改良・維持)管渠延長 ×１００
下水道布設延長

【分析】
現状は低く推移していますが、今後
管路の更新が増加すると予想される
ため、ストックマネジメント計画に
基づき、順次更新工事を行い、数値
の上昇を目指していく必要がありま
す。



➀流動比率
 手元資金が少なく、将来に向けた資金確保が必要となります。

②企業債残高対事業規模比率
 昭和50年代の高度経済成長期に急速に整備を進めてきたことから、類似団体に比べ企業債が
 大幅に残っています。工事実施にあたっては、国庫補助金の活用を図っていく必要があり
 ます。

③経費回収率
 経費を使用料で回収できておらず、使用料適正化の検討が必要です。

④管路老朽化率
 今後老朽化する資産の増加が見込まれます。

➀〜④を踏まえると、将来の施設更新に向けた資金の確保は必要である
が、現状資金が十分ではないことに加え、企業債残高も多いことから、
使用料収入等の増収で財源を補う必要があります。

経営指標上の春日部市の課題

１８



耐用年数の考え方①

①標準耐用年数 
減価償却資産の本来の用途用法により通常予定される効果をあげることができる年数
標準耐用年数とは、減価償却資産の本来の用途用法により通常予定される効果をあげることができる年数のこ
とを指し、会計処理の便宜のために設けられた期間です。
→ 本経営戦略では標準耐用年数で試算

②目標耐用年数 
目標耐用年数は、製品や設備が設計された通りに使用された場合、その品質や機能を維持することが期待され
る期間を指します。しかし、本市における管路調査実績より目標耐用年数を設定するには情報量が少なく、実
績より目標耐用年数を設定することが困難です。そこで、各文献や他自治体の設定例を参考に、目標耐用年数
は「標準耐用年数の1.5倍」と設定しました。＊春日部市公共下水道ストックマネジメント基本計画より

１９



耐用年数の考え方②

①減価償却費
→ 標準耐用年数で試算

②長期前受金戻入
→ 標準耐用年数で試算

２０



今後の課題
○八潮市交差点道路陥没事故
下水道管が一部破損し、土砂が流入するなどして空洞ができたことと見られている。
→管路の標準耐用年数50年に対し、原因となった下水道管の経過年数は42年で発生。

○令和6年能登半島地震
石川県や富山県など6県で水道に被害が発生し、最大約14万戸が断水。断水は水道管の破損や漏水、土砂
災害などが原因で発生。耐震化計画の重要性が改めて認識されている。

○埼玉県所沢市 水道管破裂
1979年に埋設の管が老朽化で腐食していたため、破裂したとみられる。

今後の管路の更新や維持管理費に影響を及ぼす
２１



支払利息

◆前回戦略は1.5％、今回経営戦略は物価高騰を踏まえ2％に変更

参考資料

＊長・短期プライムレート（主要行）の推移（日本銀行）

２２



２３

物価高騰について①

参考資料 2020年基準消費者物価指数（総務省）

2024年(令和６年)３月分及び2023年度(令和５年度)平均

(1) 総合指数は2020年を100として107.2
 前年同月比は2.7％の上昇 前月比(季節調整値)は0.2％の上昇

(2) 生鮮食品を除く総合指数は106.8
 前年同月比は2.6％の上昇 前月比(季節調整値)は0.1％の上昇

(3) 生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数は106.2
 前年同月比は2.9％の上昇 前月比(季節調整値)は0.1％の上昇



２４

物価高騰について②

参考資料 2020年基準消費者物価指数（総務省）  
総合、生鮮食品を除く総合、生鮮食品及びエネルギーを除く総合の指数及び前年度比

生鮮食品及びエネルギーを除く総合
2011年度から2023年の13年で約0.7％/年の上昇
2021年度以外の平均 2019.2020.2022.2023年度の4年間は約1.7％/年前後 →1.7％と設定 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

指数 94.6 94.4 95.2 98.0 98.2 98.2 98.9 99.6 100.1 99.9 100.0 103.2 106.3 

前年度比
（％）

-0.1 -0.3 0.9 2.9 0.2 -0.1 0.7 0.7 0.5 -0.2 0.1 3.2 3.0 

指数 95.2 95.0 95.8 98.5 98.5 98.2 98.9 99.7 100.3 99.9 99.9 103.0 105.9 

前年度比
（％）

0.0 -0.2 0.8 2.8 0.0 -0.2 0.7 0.8 0.6 -0.4 0.1 3.0 2.8 

指数 95.2 94.8 95.0 97.5 98.4 98.8 99.0 99.3 100.0 100.0 99.2 101.4 105.3 

前年度比
（％）

-0.6 -0.5 0.2 2.6 1.0 0.3 0.2 0.3 0.6 0.1 -0.8 2.2 3.9 

2020年=100

総合

生鮮食品を
除く総合

生鮮食品及び
エネルギーを

除く総合



２５

人件費について

人件費は人事異動なども考慮し、将来の
職員給与費は過去平均値で試算した

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1人あたりの人件費
（千円）

5,767 5,430 5,836 5,674 5,225 5,129 5,452 5,855 5,591 5,537

職員給与費（千円） 86,511 86,876 93,379 90,786 88,825 76,937 81,781 81,968 72,685 60,909

職員数 15 16 16 16 17 15 15 14 13 11



２６

人口推計について

過去5年間で社人研推計値より、人口が
多いため、本市推計で試算した。

①将来推計 

本市推計︓第２次春日部市総合振興計画（後期基本計画）
本市実績︓春日部市公共下水道事業決算統計
社人研推計︓国立社会保障・人口問題研究所

将来推計 

②過去実績 

R7 R12 R17 R22 R27 R32
本市推計 228,372 222,787 219,973 214,023 209,811 206,389
社人研推計 223,590 213,991 203,082 191,778 180,999 171,185

R1 R2 R3 R4 R5
本市実績 233,841 233,145 232,400 231,293 230,380
社人研推計 - 229,792 - - -



他質疑について

２７

・能登半島地震の影響による上下水道を合わせた耐震化計画について　

→　現在作成、令和７年４月市ホームページに公開予定

・定期的な点検について

→　 5年に1回は法定点検を実施するほか、毎年度テレビカメラ調査を実施


